
（様式第２－①－イ関連）

１．指定事業者に対する取引依存度（原則、12か月間で計算）

年 月 日から 年 月 日の１２か月間における

に対する取引依存度

※当該事業者との取引頻度に応じ、取引依存度の算出期間を12か月未満に設定することも可能です。

２．最近３か月間の売上高等の実績見込み

※最近１か月間とは、原則として申請月の前月から１か月間をいいます。

年 月 年 月 年 月

円 円 円

円

円

３．前年３か月間の売上高等の実績

年 月 年 月 年 月

円 円 円

円

円

４．最近１か月間の売上高等の減少率（実績）

（イ）

５．最近３か月間の売上高等の減少率（実績見込み）

(ロ）

上記相違ありません。

年 月 日

申請者　

（注）上記の売上高等が分かる書類（月別の試算表や売上台帳など）の写しを添付してください。

中小企業信用保険法第２条第５項第２号イの規定による認定申請書に関する添付書類

輸入制限を行う事業者

【A】（最近１年間の指定事業者に対する取引額等）

【B】（【A】の期間に対応する全取引額等）

円

円

％
【B】 円

（取引依存度20％以上）

【A】 円
× 100 ＝

３か月間の計（見込み）（＝【C】＋【E】）

【C】（最近１か月間の売上高等） 【E】（【C】の期間後２か月間の見込み売上高等）

２か月間の計（見込み）（＝【E】）

【D】（【C】の前年同期の１か月間の売上高等） 【F】（【E】の前年同期の2か月間の売上高等）

前年同期の３か月間の計（実績）（＝【D】＋【F】）

円
× 100 ＝

【D】 円
(減少率10％以上）

％
【D】 円 －

前年同期の２か月間の計（実績）（＝【F】）

【D】＋【F】 円 － 【C】＋【E】

【C】

住 所

円
× 100 ＝ ％

【D】＋【F】 円
(減少率10％以上）

令和
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